






































年 卓恥会い、 戸 数 プレハプ住宅戸数 構 成 比
1973 1，905，112 138，933 7.3 % 
74 1，316，100 145，795 11.1 
75 1，356，286 135，635 10.0 
76 1，523，844 153，370 10.1 
77 1，508，260 139，245 9.2 
78 1，549，362 138，830 9.0 
79 1，493，023 136，820 9.2 
















































東 尽 44 
千 葉 1 
神奈川 10 
静 岡 4 
f局 木 1 
















イ固 人 8 61 
法 人 63 69 
計 71 130 
~ 100万円 15 30 
~ 200万円 13 19 
資
~ 500万円 14 13 
本
金
- 1，000万円 13 5 
規
- 3，000万円 3 2 
模
3，000万円~ 4 
不 明 l 







〔表I-2 J 法人化の理由 (M.A) 
イ ロ ノ、 一
資金増 税金対策 信用を高める その他 計 回答企業数 無回答
プレハブ工務庖 9 15 34 7 65 57 6 ( 15.8) ( 26.3) ( 59.6) ( 12.3) (114.0) (100.0) 





大正以前 昭和(戦前) 日召手2口0-29 30-39 40-44 計
プレハブ工務庖 10 6 12 24 19 71 ( 14.1) ( 8.5) (16.9) (33.8) (26.7) (100.0) 













〔表1-4 J 創業時期ー プレハフ、、施工開始年
曜T 21 26 イロ ノ¥一 30 31 32 33 34 35 36 37 38 940 41 42 43 44 45 計25 29 
34 1 l 
35 1 1 
36 1 1 2 
37 1 111 3 
38 111 1 {尚 3 
39 1 1 1 1 1 4 
40 l 2 1 11 1 6 
41 113 2 1 1 1 8 
42 1 1 1 1 1 1 5 
43 l 2 111 1 1 211 l 1 113 16 
44 2 111 2 1 111 2 4 15 
45 1 112 1 111 7 







-30% -60% -90% 90%- 不明 計
イ l 1 2 
ロ l 1 
ノ¥ 6 1 7 
昭和
1 1 2 2 6 
21-29 4 2 2 3 l 12 
30-39 10 9 2 2 l 24 
40-44 4 4 8 3 19 























人 人 人 人
以100上人規 模 2-4 5-9 10-29 30-99 小計 不明 計
企業数 7 18 31 7 5 68 3 71 
% 
構成比 10.3 26.5 45.6 10.3 7.3 100.0 
〔表I-7 J 従業員規模別構成(一般工務庖)
人 人 人 人 人
規 模 。 1 2-4 5 -9 10-30 小計 不明 計
企業数 9 9 55 41 15 129 1 130 
% 










~万円 ~ 万円 ~ 万円 ~ ~ ~ ~ ~ 
2，000 5，000 7，000 l億円 3億円 5億円 10億円 10億円 5十 不明 合計
プレハブ工務庖 5 12 9 9 (3201 .4) 3 6 4 69 2 71 ( 7.3) (17.4) (13.0) ( 13.0) ( 4.4) ( 8.7) ( 5.8) (100.0) 
一般工務届 49 (26.8) 






















万円 万円 万円 万円 万円 万円 不明 (%) 個人 A ロ 計- 100 - 200 - 500 - 1，000 - 3，000 3，000- 法人計
1 1 2 3 5 ( 3.2) 
万円
10 - 5，000 4 3 3 ( 15.9) 2 12 
万円
7 - 7，000 3 3 1 (11.1 ) 2 9 
-1億円 4 2 3 9 9 (14.3) 
-3億円 1 5 5 6 2 l 20 1 21 (31. 7) 
-5億円 2 3 3 ( 4.8) 
-10億円 1 1 2 2 6 6 ( 9.5) 
10億円~ 1 1 2 4 4 ( 6.3) 
不 明 1 l 2 2 ( 3.2) 










イ ロ ノ¥ 一
昭和 30-39年 40-45年 計20-29年
- 2，000万円 1 3 5 
- 5，000万円 1 3 5 3 12 
-7，000万円 l 3 2 3 9 
- 1億円 1 1 3 4 9 
- 3億円 2 2 3 9 5 21 
- 5億円 1 1 1 3 
- 10億円 1 1 1 2 1 6 
10億円~ 2 l 1 4 
不 明 1 1 2 
計 2 1 7 6 12 24 19 71 
〔表I-10-2 J 創業時期別年間施工高 (2) 
戦 月リ 昭和20年代 30 年代 40 年代
1億円以下 4 ( 26.7) 7 ( 63.6) 11 ( 45.8) 13 ( 68.4) 
3億円以下 4 ( 26.7) 3 ( 27.3) 9 ( 37.5) 5 ( 26.3) 
3億円以上 7 ( 46.6) 1 ( 9.1) 4 ( 16.7) 1 ( 5.3) 
計 15. (100.0) 11 (100.0) 24 (100.0) 19 (100.0) 









35 ( 50.7) 
21 ( 30.4) 
13 ( 18.9) 
69 (100.0) 
2 




2-4人 5-9人 10-29人 30-99人 100と 不明 計
- 2，000万円 3 2 5 
- 5，000万円 1 5 5 1 12 
- 7，000万円 2 5 2 9 
- 1 億円 1 1 6 1 9 
- 3 億円 4 13 2 2 21 
- 5 億円 1 1 1 3 
- 10 億円 2 2 2 6 
10億円~ 1 3 4 
不 明 1 1 2 







ごむト人工 -30% -60% -90% 90%- 不明 計(%)
- 2，000万円 13 3 1 2 19 ( 26.8) 
- 5，000万円 5 8 3 1 17 ( 23.9) 
- 1 {.意円 2 4 2 2 10 ( 14.1) 
- 3 億円 1 3 7 11 ( 15.5) 
3 億円~ 2 1 1 2 6 ( 8.4) 
不 明 8 8 ( 11.3) 
計 22 17 10 14 8 71 (100.0) 
構 成 上七 (%) 
- 2，000万円 68.4 15.8 5.3 10.5 100.0 
- 5，000万円 29.4 47.0 17.6 6.0 100.0 
- 1 億円 20.0 40.0 20.0 20.0 100.0 
- 3 億円 9.2 27.2 63.6 100.0 
3億円~ 33.3 16.7 16.7 33.3 100.0 
不 明 100.0 100.0 

































理工6，商経5，法1，不明 3となっている。また高卒の場合には，建築 9，土木 1，木芸 1，電






:-;--之f 卒 中(旧高小)卒 高(旧中)卒 大 卒 不 明 ム口、 計(%)
30-39 4 8 10 22 ( 30.9) 
40-49 2 4 10 8 24 ( 33.8) 
50-59 3 1 5 9 ( 12.7) 
60-69 2 1 4 1 8 ( 11.3) 
70- 1 2 3 1 7 ( 9.9) 
不明 1 1 ( ， 1.4) 
合計 5 12 26 27 1 71 (100.0) 
構 成 比(%)
主τ--えf 卒 中(旧高小)卒 高(旧中)卒 大 卒 不 明 ム口、 計
30-39 18.2 36.4 45.4 100.0 
40-49 8.3 16.7 41. 7 33.3 100.0 
50-59 33.4 11.0 55.6 100.0 
60-69 25.0 12.5 50.0 12.5 100.0 
70- 14.3 28.6 42.8 14.3 100.0 
不明 100.0 100.0 




年令 人 % 
30 - 39才 23 17.7 
40 - 49 38 29.2 
50 - 59 32 24.6 
60 - 69 29 22.3 
70才以上 8 6.2 
計 130 100.0 
学歴 人 % 
卒 19 14.6 
中(旧高小)卒 59 45.4 
高(旧中)卒 33 25.4 
大 卒 19 14.6 















学歴 イ ロ ノ¥ 一 不 明 メ口入 計
卒 1 。 4 。 。 5 
中 卒 4 。 7 。 1 12 
高 卒 。 1 20 4 1 26 
大 卒 1 4 16 5 1 27 
不 明 。 。 。 。 1 1 






















〔表皿-4 J 建築技術の習得方法 (M.A) 
プレハブ工務庖 一般工務庖
人 (%) 人 (%) 
イ.徒弟に入った 18 ( 25.4) 65 ( 50.0) 
ロ.職業訓練所 。 1 ( 0.8) 
ハ.専門学校 28 ( 39.4) 12 ( 9.2) 
ニ父兄から 8 ( 11.3) 40 ( 30.8) 
ホ.その他 21 ( 29.6) 12 ( 9.2) 
へ.技術なし 4 ( 3.1) 
計 75 (105.7) 136 (103.1) 
不 明 3 2 



















大 卒 12 8 
不 明
計 13 30 
(18.3) (42.3) 
一般工務庖計 12 73 









( 5.6) ( 1.4) ( 1.4) 
9 2 。





"^' チ 計 不明 回答者数
2 8 5 
4 8 17 12 
5 7 31 26 
4 5 30 27 
12 4 21 86 2 71 
(16.9 ) ( 5.6) (29.6) ( 120.6) (10.0 ) 
20 。 35 151 。 130 






















卒 中(旧高小卒) 高(旧中卒卒) 大 卒
A 4 10 8 4 
B 6 11 
C 5 10 
D 1 2 7 2 























〔表皿-7) 経営者類型別技術習得の方法(M'A) 〔表I-8) 経営者類型別取得資格(M.A)
A B C D 言十 A B C D 計
徒イ弟に入った 18 18 ユ級建築士 2 7 4 13 
ロ
専門学校 4 17 7 28 二級建築士 15 6 6 3 30 
ノ、
父 兄から 8 8 一級技能士 4 4 
会社勤務 8 8 二級技能士 1 1 
独ホ 学・他 1 1 5 7 不ホ動産鑑定士 1 
" " 技術なし 5 5 職業訓練指導員 9 2 1 12 
与の他 1 1 与の他 1 1 1 1 4 
5十 31 17 17 10 75 資チ 格なし 7 3 3 8 21 
不 明 3 3 計 40 19 14 13 86 
回答者数 26 17 15 13 71 不 明 2 2 









万円 万円 万円 万円 万円 万円
不明 法人計 個人 合計- 100 - 200 - 500 -1，000 -3，000 3，000-
A 7 5 5 3 1 21 5 26 
B 4 4 1 6 15 2 17 
C 2 1 4 3 1 3 1 15 15 
D 2 3 4 1 l l 12 1 13 







これに対し， c類型が最も高い施工高分布を示しており，~の企業が 5 億円以上， 70%強が 1億






~ 万円 ~ 万円 ~ 万円 ~ ~ ~ ~ ~ 
2，000 5，000 7，000 l億円 3億円 5億円 101.意円 10億円 不明 計
A 3 10 3 3 5 2 26 
B 2 1 3 1 7 1 1 l 17 
C 1 3 5 1 3 2 15 
D l 2 2 4 1 2 1 13 












2-4人 5-9人 10-29人 30-99人 100人~ 不明 言十
A 4 8 12 1 1 26 
B 2 7 8 17 
C 1 1 7 1 4 l 15 
D 2 4 5 1 l 13 




30-39才 40-49才 50-59才 60-69才 70才以上 不明 1口入 計
- 30 % 10(47.6) 4(20.0) 2(22.2) 3(42.9) 3(50.0) 。 22 ( 34.9) 
- 60 % 6 (28.6) 5(25.0) 2(22.2) 1(14.3) 3(50.0) 。 17 ( 27.0) 
- 90 % 2( 9.5) 2(10.0) 4(44.5) 2(28.6) 。 。 10 ( 15.9) 
90 % - 3(14.3) 9(45.0) 1 (11.1) 1(14.3) 。 。 14 (22.2) 
計 21( 100.0) 20(100.0) 9( 100.0) 7(100.0 ) 6(100.0) 。 63 (100.0) 






学歴別に見ると， (表皿-13)に示されるように，高校卒が最も高く， 90%以上では14人中 9人
を占めている。
〔表凹-13J 学歴とフ。レハフゃ施工高比率
卒 中(I日高小)卒 高(旧中)卒 .大 卒 不明 A 口 計
- 30 % 2 ( 50.0) 4 ( 36.4) 7 ( 30.4) 9 ( 37.5) 。22 ( 34.9) 
- 60 % 1 ( 25.5) 2 ( 18.2) 4 ( 17.4) 9 ( 37.5) l 17 ( 27.0) 
- 90 % 1 ( 25.5) 3 ( 27.3) 3 ( 13.0) 3 ( 12.5) 。 10 ( 15.9) 
90 %- 2 ( 18.2) 9 ( 39.1) 3 ( 12.5) 。 14 ( 22.2) 
ムo、 計 4 (100.0) 1 (100.0) 23 (100.0) 24 (100.0) 1 63 (100.0) 




-30% -60% -90% 90%- 不明 計
(1)建築工事業 13(16) 8(12) 3 (4) 2 2 28(36) 
(2)大工工事業 2 1 2 (3) 1 (3) 2 8(11) 
(3)土木建築設計 1 1 
(4)現場監督 1 1 2 (1) 4 (5) 
(5)建築会社工事課長 1 1 
(6)建築会社事務 1 2 (3) 3 (4) 
(7)経営者 1 2 3 
(8)建材商 2 1 1 4 
(9)橋梁 1 1 
。。道路舗装 1 1 
(1)配管設備工事 1 (2) 1 (2) 
(12)不明 4 (0) 5 (1) 2 (0) 3 (0) 2 (1) 16 (2) 
計 22 17 10 14 8 71 







































λぐこ M N 。 P Q R S 計
イ 21 2 1 24 
ロ 1 23 11 3 2 1 1 42 
イ・ロ 2 2 l 5 




















M N 。 P Q R S 計
(イ)1メーカー 21 23 10 3 l 1 1 60 
(ロ')2メーカー 2 3 2 1 8 
('-) 3メーカー 1 1 
Lニ)4メー カー ，
以上 1 1 
不 明 1 l 









区益とこ M N C P Q R S 計
昭和34年 1 1 
35 1 1 
36 1 1 2 
37 1 2 3 
38 2 l 3 
39 1 l 1 1 4 
40 2 l 2 1 6 
41 2 3 1 l 1 8 
42 5 . 5 
43 6 6 3 1 16 
44 4 6 3 2 15 
45 2 4 l 7 








M N 。 P Q R S 計
~ 100万円 10 1 2 1 l 15 
~ 200万円 4 4 3 2 13 
~ 500万円 4 5 2 2 1 14 
- 1，000万円 2 6 4 1 13 
- 3，000万円 2 1 3 
- 5，000万円
- 7，000万円 2 2 
- 1億円
1億円~ 2 2 
不 明 1 1 
イ固 人 4 2 l 1 8 








M N 。P Q R S 計
イ 23 1 10 4 3 1 l 43 
ロ 1 1 
ノ¥ 1 22 3 1 27 





















M N 。P Q R S 
イ 21 1 7 5 3 1 1 
ロ 13 
ノ、 1 1 
不明 2 9 5 1 
言十 24 23 13 5 3 2 l 
〔表N-7J 施工代金の受取経路
M N 。P Q R S 
イ 10 1 
ロ 22 3 10 5 2 1 1 




不明 2 1 























































コ子之ミ イ ロ 半イ・ロ々 ・ 不明 計
イ 17 8 1 2 28 
ロ 3 20 1 24 
イ ロ 3 4 7 
不 明 l 1 10 12 





(i) 具体例に記入してないもの 71 
(i) IイJ， Iロ」を等分にといつもの 71 
(ii) プレハブ建築は利益が薄いといつもの 31 
(iv) プレハブ、以外の一般建築(木造・鉄骨)等にすすむ 61 
(v) 一般建築とフ。レハフ、、を併行してゆく 21 
(vi) フ。レハフゃ受注が少ないことと，職人がフ。レハフ、、を嫌がる 11 
(vi) 建材販売
(咽)施主の注文を中心にしてゆく
































M N 。 P Q R S 計
A 11 5 5 2 1 1 1 26 
B 8 3 5 l 17 
C 2 9 2 1 1 15 
D 3 6 l 2 1 13 




~ 万円 ~ 万円 ~ 万円 ~ ~ 一 ~ 不明 言十2，000 5，000 7，000 1億円 3億円 5億円 10億円 10億円
M 4 6 6 4 3 1 24 
N 1 13 2 3 2 2 23 。 3 1 1 4 1 2 1 13 
P 1 l 2 1 5 
Q 2 l 3 
R l l 2 
S 1 l 















-1億円 -3億円 3億円~ 不 明 言十- 2，000 - 5，000 
M 9 7 4 2 2 24 
N 1 2 5 8 3 4 23 。 4 5 1 1 2 13 
P 3 1 1 5 
Q 1 1 1 3 
R 1 1 2 
S 1 1 
計 19 17 10 11 6 8 71 
(表N-12J 提携メーカー別プレハブ施工高比率
- 30 % - 60 % - 90 % 90 % -不 明 計
M 5 7 6 4 2 24 
N 6 2 3 8 4 23 。 5 7 1 13 
P 2 l 1 1 5 
Q 2 1 3 
R l 1 2 
S 1 1 








冶六と M N 。 P Q R S 計
50以下 1 1 
100 " 2 1 1 4 
150 " 5 1 1 7 
200 " 9 2 3 2 16 
250 " 2 1 1 1 1 6 
300 " 1 l 2 
350 " 3 3 
400 " 2 2 
450 " 3 3 
500 " 1 l 
550 " 2 2 
600 " 1 1 
650 " 1 4 5 
651 - 1 2 1 4 
不 明 1 8 5 14 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
〔表N-14J 提携メーカー別従業員規模
M N 。 P Q R S 計
2-4人 6 l 7 
5-9人 1 l 3 1 l l 18 
10-29人 6 13 9 1 2 31 
30-99人 1 5 1 7 
100人~ 3 1 1 5 
不 明 2 1 3 
計 24 23 13 5 3 2 1 71 
(v) プレハブ住宅施工過程におけるメーカーと工務屈の関係
(1) プレハブ住宅の設計・見積り
〔表V-1 J プレハブ住宅の設計・見積り (M・A)
イ ロ ノ、 一 不明 計
M 2 23 1 26 (注)
N 23 23 イ.自分のところで施主と折衝して行う。 2 13 




計 28 45 
1 





















〔表V-2 J 標準設計以外の特別注文に応ずるか (M. A) 
イ ロ ノ¥ 一 不明 計
M 5 9 4 6 24 
N 12 4 4 2 1 23 。 4 5 5 14 
P 1 2 2 5 
Q 1 1 1 3 
R 1 l 1 3 
S l 1 















M N 。 P Q R S 計
イ 23 23 
ロ 21 12 5 3 1 1 43 
ノ¥ 。
イ・ロ 2 1 3 
不明 1 1 2 













〔表V-4 J 仕上げ材の入手方法 (M.A)
イ ロ ノ¥ 一 不明
M 1 6 21 28 I 
N 17 13 30 。 2 3 10 1 
P 2 3 
Q 1 3 4 
R 1 1 2 
S 1 .1 
計 20 13 51 1 l 
〔表V-5 J フ。レハフ。住宅資材の現場への搬入(M.A) 
イ ロ ノ¥ 一 不明 百十
M 17 1 1 29 
N 16 5 4 l 。 9 7 1 1 18 
P 4 l 5 
Q 2 2 1 5 
R 1 l 1 3 
S 1 1 
計 50 5 26 2 4 87 




付その他 …… 8 
不明 …… 1 









































2 人 5人 10人 30人 100人
計-4 -9 -29 -99 以上
人 人
2-4 5-9 
大 工 10 46 110 55 20 241 58.8 38.6 
プレノ、ブ工 10 54 23 9 96 8.4 
現場監督 4 18 68 35 125 23.5 15.1 
事務職員 3 36 139 69 6 253 17.7 30.2 
技術職員 32 5 37 
と ぴ 11 11 
左 官 1 3 4 0.8 
土 工 3 10 13 I 
運転手 l 3 2 6 0.8 
その他 4 22 35 61 3.4 
言十 17 116 445 234 35 847 100.0 97.3 
回答企業数 6 18 28 6 1 59 
回答企業の 17 119 504 292 153 1085 総従業員数 100.0 100.0 

















































大 工 1.7 2.5 
プレハブ工 0.6 
現場監督 0.7 1.0 
事務職員 0.5 2.0 
技術職員
と ぴ








大 工 354 51.9% 
現場監督 62 9.1 
事務職員 76 11.1 
技術職員 10 1.5 
その他 113 16.6 
不 明 67 9.8 








































1-4人 174 41 23.6 17 
5-9人 261 37 14.2 119 




















































計2-4 5-9 10-29 100 - 不明
A 4 11 12 3 1 31 
日 2 4 9 1 2 18 
C 2 2 4 
D 1 6 2 9 
不明 1 2 1 2 3 9 
言十 7 18 31 7 5 3 71 
〔表現-6 J 現場施工労働者の常用化状況(提携メーカー別)
M N 。 P Q R S 
A 11 7 7 3 1 1 1 
B 7 8 3 
C 1 1 2 
D 4 2 1 2 
不明 1 5 2 1 



























①下職利用 ②下職利用 ③ 不 明 ④計 ⑤大工・鳶の平
@ ⑤ 
」人工二 業 のない企業 均動員数合計 ①+② 
2-4人 5 2 7 31 4.4 
5-9人 17 1 18 176 10.4 
10-29人 19 5 7 31 342 14.3 
30-99人 3 l 3 7 43 10.8 
100人以上 3 2 5 71 23.7 
不 明 3 3 
計 47 8 16 71 663 12.1 
〔表百-8 J 現場施工労働者中の常用労働者
現場労働者数 回答企業数 現l場企労業働平均者数
2-4人 14 6 2.3 
5 -9人 74 18 4.1 
10-29人 232 28 8.3 
30-99人 113 6 18.8 
100人以上 29 1 29.0 
百十 462 59 7.8 
まず〔表明-7 Jから見ると，第一に従業員規模が上昇するにつれ下職利用企業は減少する。い
いかえれば，従業員規模の拡大は，現場施工労働者の常用化を一要因としているといえよう。
第二に，下職の大工・鳶の平均動員数合計の 1工務庖平均を見ると(C表羽-7 Jの⑥) 1O~ 29 
人層には150人と記入された例外的なものがあるので，それを除いてう子を求めれば8.3人となる。し
たがって， 2 ~ 4人層の 1工務庖平均が4.4人と低いのに比し， 5人以上の各層ではともにほぼ10人
前後となる。






最後に〔表現-7 Jと〔表現-8 Jから 1工務屈が動員する下職を含めた現場労働者数の中で，
常用化された労働者が占める比率を求めると， ( I大工，鳶の平均動員数合計」と「現場労働者数」











































M社 N社 O杜 P杜
1日 2 30日 2 2日 l 7日-6 1日-3 7日-1 
3日-4 48日-1 3日 1 10日-1 5日一 l
7日 3 メー カー に 4日一 2 14日 l 4-5日-1 
8日-1 覚勤務えたして 1 よ 5日 2 28日-1 7日-1 
7 -10日一 1 3-5日-1 延30日一 1






















イ ロ ノ、 ー ホ '^ チ
M 13 2 2 2 7 3 































































イ ロ ノ、 ー ホ " 
2 7 4 
2 3 4 
2 l 


































〔表四 3 ) プレハフ宇住宅の施工
における問題点・改善点(M.A)
イ ロ ノ、 一 ホ " チ 無回答
4 2 8 2 2 6 1 
5 8 13 3 6 3 
2 2 3 2 3 4 
3 2 2 2 2 2 
2 
2 












































イ p ノ、 一 オτ J、
M 2 2 5 2 




























ヌ ノレ ヲ カ ヨ 無回答 計
9 4 3 41 
7 2 3 7 42 
8 1 4 2 27 




29 4 2 7 7 14 136 
(労その他住宅設備が不充分
(坊家具，家庭電気器具等の置き場所がえられない
(ヵ)キャシャ，カッコが悪い
(ヨ)その他
「その他jの具体例
。値段が高い
。外部のモルタルに亀裂
。塗装がうすい
。2階の音がl階に響く
。従来の木造建築と同様に自由に設計が出来る
ようになれば，木質プレハブ、は最高である。
しかし，他方で経営が裏目に出てくる時には，具合の悪い点が目立ってくる。ただし，この回答
状況は「無回答」が71企業中38企業あり，具合の悪い点が相対的に少ないことの表現であろう。
この中で「ハjは充分予測きれる事態であり，こうした事態がプレハブ住宅の普及と改良の進展
に伴なって一層進むであろう。そしていずれはプレハブ住宅に専業化するか否かの岐路に立たされ
ることになろう。
なお利益率の低いこと，請負単価の低きが次の〔表四一 3)にも現われているが，今回の調査で
この点を問うたが，集計に足りる結果を得ることができなかった。
〔表四一 3)について
ここで特徴的なことは，現在のプレハブゃ住宅のプレハブ化率の低きが指摘されている点である。
そしてそれに伴なって，部品精度の低き， iにげ」の必要，プレハブ、住宅部品の現場搬入上の問題点
が指摘されている。また「その他」の具体例の中に， Mメーカーによるプレハブ工務庖の会合が記
入されているが，すでに何度も指摘してきたように，こうしたメーカーと施工工務庖との技術上，
経営上の意志疎通は今後一層重要となってくるであろう。
〔表四-4)について
ここにはプレハブ住宅メーカーが技術的に改良してゆかねばならない諸問題が指摘されている。
こうした課題がメーカーの研究，実験の中から解決されていくことが， とくに旧来の一戸建住宅を
手掛けてきた工務庖経営者によって望まれているであろう。
